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電力は“関東”、ガスは“関西”が主戦場(家庭用など新規自由化領域) 

電力・ガス自由化市場を調査 

■新電力の販売電力量■ 

２０１７年度は２０１６年度から２００億ｋＷｈ弱の増加 低圧が特別高圧と同規模まで拡大 

２０２５年度は２０１６年度比２.３倍の１,５４７.０億ｋＷｈ 新電力シェア２０％超え 

 

総合マーケティングビジネスの株式会社富士経済（東京都中央区日本橋小伝馬町 社長 清口 正夫 

03-3664-5811）は、２０１６年度、２０１７年度と続けて全面自由化が進んだ電力・ガス市場における新規参入事

業者各社の事業実績を集計・分析し、エネルギー自由化市場の全体像と将来動向を明らかにした。 

その結果を「電力・ガス・エネルギーサービス市場戦略総調査 ２０１８ 電力・ガス自由化市場総括編」にま

とめた。 

なお、主要新電力１４社、注目新電力１９社、新規ガス小売事業者（特定ガス導管事業者・ガス小売事業者）９

社、旧一般ガス事業者７社の事業戦略など詳細な事例分析については、同時に発刊した「電力・ガス・エネルギー

サービス市場戦略総調査 ２０１８ 電力・ガス自由化市場企業戦略編」でまとめている。 

 

【電力自由化市場の動向】 

電力の小売自由化は２０００年度から特別高圧、２００５年度から高圧と段階的に進み、２０１６年度に低圧が

自由化されたことで、全面自由化が実現した。小売電気事業者の登録数は４５０件を超え、ガス、通信、小売、商

社、住宅、鉄道、自治体、協同組合など、様々な業種の事業者が既存エネルギー事業者との連携などにより市場に

参入している。 

 

■新電力販売電力量 

 

※2013～2016年度の販売電力量は電力統計調査（経済産業省）による 

全面自由化初年度の２０１６年度は、低圧での新規獲得などにより、新電力販売電力量は前年度比６５.１％増

の６６４.０億ｋＷｈとなった。国内販売電力量に占める新電力の割合は７.８％となり、前年度から３ポイント上

昇した。分野別には、新たに自由化された低圧では２.６％、既に自由化が進んでいた高圧では１４.６％、特別高

圧では５.９％の需要を新電力が獲得しており、特に高圧がのびた。 

 

２０１７年度は、前年度比２７.８％増の８４８.７億ｋＷｈが見込まれ、国内販売電力量に占める新電力の割合
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は１２％を超えるとみられる。 

分野別には、特別高圧では旧一般電気事業者による大口需要家の取り返しや、新電力に対抗した安価な料金の提

示などによる既存顧客の確保に注力していることから新電力が苦戦している。 

高圧では全面自由化に伴う認知度向上により、これまで電力会社の切り替えに関心のなかった小口需要家による

切り替えが進んでおり、業務施設を中心に伸びが著しい。 

低圧では旧一般ガス事業者や通信事業者を中心に既存事業を活かした家庭向け顧客の囲い込みや業務施設を中

心とした新規獲得が進んでいる。２０１７年度上半期は前年度同期比４倍以上の販売電力量を記録し、特別高圧と

同規模まで需要が拡大している。 

なお、エリア別には東名阪が８割程度（件数ベース）となっているものの、ほかのエリアでの需要獲得が進んで

おり、３エリアの構成比は減少しつつある。 

 

２０２５年度は、２０１６年度比２.３倍の１,５４７.０億ｋＷｈが予測される。これは２０１６年度の国内販

売電力量（８,４８２.４億ｋＷｈ）の１８％にあたる。なお、国内電力販売量は人口の減少や省エネ機器・サービ

スの普及により今後も減少するとみられ、２０２５年度には新電力のシェアが２０％を超えると予想される。 

 

◆注目新電力の参入動向 

(1)旧一般電気事業者 

グループ子会社を新電力として、もしくは参入エリアの旧一般ガス事業者と提携して域外参入するケースが多い。

特に電力需要家が多い関東エリアへの参入が多く、低圧では沖縄電力以外の旧一般電気事業者が同エリアに参入し

ている。また将来的な顧客獲得拡大に向けた域外での大規模電源開発を進める事業者も多い。 

(2)旧一般ガス事業者 

自社供給エリアの顧客への電力とガスのセット売りが基本であり、自社供給エリアを越えた展開は想定していな

い事業者が多い。そのため、周囲の旧一般ガス事業者やＬＰガス事業者と提携する動きは一部にとどまる。 

ガス自由化に対する顧客の囲い込みという側面もあり、今後も積極的な営業提案が続くとみられる。 

(3)ＬＰガス・石油製品販売事業者 

自社グループの家庭用ＬＰガス顧客をターゲットに、ＬＰガス販売店網やガソリンスタンド網を活用して展開し

ている。また、新電力の代理店となる事業者も多い。 

(4)地方自治体 

民間企業との共同出資によって地域新電力を設立する事例が増えている。既存の新電力が設立や運営を支援して

いることが多く、伊藤忠エネクス、Ｆ－Ｐｏｗｅｒ、ＮＴＴファシリティーズ、パシフィックパワーなどが挙げら

れる。 

事業スキームとしては太陽光発電を中心に廃棄物発電、小水力発電など近隣のＦＩＴ電力を調達し、公共施設向

けに供給するケースが多いが、近年では家庭向けを展開する地域新電力も増えてきている。 

(5)生活協同組合 

脱原発やエネルギー自給、ＣＯ２削減などの理念の下に再生可能エネルギー電力の普及と地産池消の推進を目的

に、地域の生活協同組合が設立母体となり、グループ内で建設した太陽光や風力、バイオマスなどのＦＩＴ電力を

グループ施設に供給するスキームが一般的である。また、組合員への提供サービスの一環として電力小売も行われ

ている。電源規模は数千～数万ｋＷ程度であるため、電力調達や需給管理を委託する事業者も多い。 

 

 

【ガス自由化市場の動向】 

ガスの小売自由化は１９９５年３月より段階的に対象範囲が拡大され、２０１７年４月に年間契約数量１０万

m3未満の需要家へのガス小売が自由化されたことで、全面自由化が実現した。なお、都市ガスのパイプラインは首

都圏に集中していることから、東名阪などで競争が激化している。 

 

◆家庭向けでの新規参入動向 

旧一般電気事業者やＬＰガス事業者、一部の旧一般ガス事業者による越境参入などがみられるが、エネルギー事
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業者が中心である。家庭向けへの供給を行う・予定するガス小売事業者は１５社程度にとどまっており、電力のよ

うな異業種からの参入の動きは鈍い。 

(1)旧一般電気事業者 

２０１６年度の電力小売全面自由化により、ガス、石油をはじめとする異業種からの新規参入事業者に奪われた

需要家を取り返すという意味でも積極的に顧客獲得を進めている。ガス小売事業者であるＬＰガス事業者などへの

卸売、異業種事業者との代理販売契約など多角的なアプローチを進めている。 

(2)ＬＰガス事業者 

ＬＰガス事業の継続という意向があるものの、長期的な人口減少により新規顧客の増加が期待しにくいことや、

顧客の都市ガスや電化など他熱源へのシフトによる喪失を防ぐといった面から、参入する事業者が多い。 

(3)異業種からの参入 

ガス小売事業者としてではなく、代理販売、取次販売などで参入するケースもみられる。 

 

[参考]新規ガス小売事業者主要８社のガス販売量 

 
 

＜調査対象＞ 

電力市場 

[小売電気事業者（新電力）] [みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）] 

ガス市場 

[新規ガス小売事業者（特定ガス導管事業者、ガス小売事業者）] [みなし小売事業者（旧一般ガス事業者）]  

＜調査方法＞ 富士経済専門調査員による参入企業および関連企業・団体などへのヒアリングおよび関連文献調査、

社内データベースを併用 

＜調査期間＞   ２０１７年９月～１２月                               以上                                                                                                                

 資料タイトル：「電力・ガス・エネルギーサービス市場戦略総調査 ２０１８ 電力・ガス自由化市場総括編」 

体    裁：Ａ４判 ２３３頁 

価    格：書籍版 １２０,０００円＋税 

 ＰＤＦ＋データ版 １３０,０００円＋税 

    書籍／ＰＤＦ＋データ版セット １５０,０００円＋税 

   ネットワークパッケージ版 ２４０,０００円＋税 

 

発  行  所：株式会社 富士経済 
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 URL：https://www.fuji-keizai.co.jp/     e-mail：info@fuji-keizai.co.jp 

調 査・編 集：東京マーケティング本部 第四部 
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 この情報はホームページでもご覧いただけます。   URL： http://www.group.fuji-keizai.co.jp/ 
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